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中小企業庁が価格転嫁交渉に使えるツールを公開

労務費、原材料費、エネルギーコスト上昇の根拠となる公
表資料（例）を掲載。

労務費、原材料費、エネルギーコスト上昇の根拠となる公表資料

取引先と価格交渉を行うために準備しておくとよいツール
や、交渉を行う上で押さえておくべきポイントなどを、ま
とめた価格交渉ハンドブックを改定。「労務費指針」追記。

価格交渉ハンドブックの改訂

受注者における価格交渉のポイン
トをまとめたリーフレット。

ここから始める価格交渉

４月17日、自動車総連は職場で働く実務担当

者を対象に「適正取引オンラインセミナー」を

行ないました。

中小企業庁が「労務費の適切な転嫁のための

価格交渉に関する指針」に込めた思いや狙い、

価格転嫁の状況について報告を行なったあと、

ＪＡＭ川野副書記長が、ＪＡＭに加盟するティ

アの深い（下請構造の深い）単組の課題や実態

を訴えました。

また、セミナーの中で中小企業庁のＨＰに価

格交渉フォーマットや、価格交渉の根拠資料に

なるデータなど、価格交渉・転嫁に役立つ情報

が集約して掲載されていることが紹介されまし

た。労使で有効な情報を共有し、価格転嫁交渉

の際に活用しましょう。

※オンラインセミナーの模様は以下のURLから

視聴できます。

オンラインセミナーの模様はこちら https://youtu.be/AOOpLBTBNW8


